
インフラ分野のDXの推進

資料－６



本日の内容

１． 建設業界を取り巻く状況

２． i-ConstructionとインフラＤＸ

３． i-Constructionからi-Construction2.0へ

４． 人材育成の取り組み
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マスター タイトルの書式設定建設投資、許可業者数及び就業者数の推移

3

（年度）

出典：国土交通省「建設投資見通し」・「建設業許可業者数調査」、総務省「労働力調査」
注１ 投資額については令和２年度（2020年度）まで実績、令和３年度（2021年度）・令和４年度（2022年度）は見込み、令和５年度（2023年度）は見通し
注２ 許可業者数は各年度末（翌年３月末）の値
注３ 就業者数は年平均。平成23年（2011年）は、被災３県（岩手県・宮城県・福島県）を補完推計した値について平成22年国勢調査結果を基準とする推計人口で遡及推計した値

（兆円） （千業者、万人）

就業者数のピーク
685万人（H9年平均）

就業者数
ピーク時比
▲29.5%
483万人

（令和５年平均）

475千業者
（令和４年度末）

許可業者数
ピーク時比
▲21.0%

70.3兆円
（令和５年度見通し）

建設投資
ピーク時比
▲16.2％

許可業者数のピーク
601千業者（H11年度末）

建設投資のピーク
84兆円（H4年度）
就業者数：619万人

許可業者数：531千業者

○ 建設投資額はピーク時の平成４年度：約84兆円から平成22年度：約42兆円まで落ち込んだが、その後、
増加に転じ、令和５年度は約70兆円となる見通し（ピーク時から約16％減）。

○ 建設業者数（令和４年度末）は約47万業者で、ピーク時（平成11年度末）から約21％減。
○ 建設業就業者数（令和５年平均）は483万人で、ピーク時（平成９年平均）から約30％減。



マスター タイトルの書式設定建設業就業者の現状
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マスター タイトルの書式設定相次ぐ自然災害はもはや「日常」

２０１５年 関東・東北豪雨（９月）

２０１６年 熊本地震（４月）

２０１７年 九州北部豪雨（７月）

２０１８年 西日本豪雨（７月）、北海道胆振東部地震（９月）

２０１９年 台風15号（９月）、東日本台風（１０月）

２０２０年 ７月豪雨(球磨川）、大雪（１２月）

２０２１年 ７月大雨（熱海）

２０２２年 ８月大雨

２０２４年 能登半島地震

昼夜を徹した道路啓開作業
（石川県）

災害協力団体と連携した給水支援活動
（石川県能登町） 5



マスター タイトルの書式設定建設産業の状況

ICT化が難しい産業

屋外での作業、一品生産 屋内での作業、大量生産

宿泊業
飲食ｻｰﾋﾞｽ業

2,596 

建設業
2,875 

卸売業
小売業
4,123 

製造業
5,788 

情報通信業
6,602 

金融業
保険業
7,930 

全産業
4,952 
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労働生産性の比較（2019年）

建設業
2,875

全産業
4,952

労働生産性※の比較（2019年）
生産性指標
（円/人・時）

製造業
5,788

災害対応などを担う不可欠な産業

※下式による生産性指標
産出量 （output）

投入量 （input）
生産性指標 ＝

付加価値額

労働者数×労働時間
＝

〇建設業の置かれた課題
･将来の人手不足への対応

生産年齢人口の減少
2010年8,173万人 → 2050年5,275万人（-35%）

・頻発する災害への対応が困難
洪水リスク高い地域内の高齢者世帯

2010年448万世帯 → 2050年680万世帯（+52％）

・老朽化する大量なインフラ補修が困難
50年以上経過の道路橋

2018年25％ → 2050年75％（+50％）

災害対応（堆積物撤去）インフラの維持管理（点検作業）

（国民経済計算（内閣府）、労働力調査（総務省）及び毎月勤労統計（厚労省）より国土交通省作成）

「屋外での作業、一品生産」という建設業の特性を踏まえると、建設現場の生産性向上は、一朝一夕には難しい
しかしながら、建設業は災害対応などを担う不可欠な産業であり、官民一体となってインフラ分野のＤＸを進める必要
それにより、建設業の適切な発展を図るとともに、維持管理や災害対応の確実な実施により国民の安全安心にも貢献

【写真出典】トヨタ自動車㈱HP

【建設業】 【製造業】
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マスター タイトルの書式設定建設業が目指す４Ｋ
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マスター タイトルの書式設定
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マスター タイトルの書式設定「i-Construction」と「インフラ分野のＤＸ」

インフラ分野のDX（業務、組織、プロセス、文化・風土、働き方の変革）

バーチャル現場

デジタルツイン

建機の自動化・自律化

VRでの現場体験、3Dの設計・施工協議の実現

国土交通データプラットフォーム地図・地形
データ

気象
データ

交通（人流）
データ

防災データ

エネルギー
データ

施設・構造
物データ

ハザードマップ（水害リスク情報）の3D表示

AIを活用した画像判別

イ
ン
フ
ラ
の
利
用
・

サ
ー
ビ
ス
の
向
上

建機メーカー建設業界
建設コンサルタント 等

ソフトウェア、通信業界
サービス業界

占用事業者

デジタルデータの連携リスク情報の3D表示により
コミュニケーションをリアルに

イ
ン
フ
ラ
の
整
備
・

管
理
等
の
高
度
化

AIにより交通異常検知の判断・点検等を効率化

特車通行手続の

即時処理

地下空間の3D化

所有者と掘削事業者の

協議・立会等の効率化

河川利用等手続きの

オンライン24時間化

ICT施工

コンクリート工の規格の標準化

施工時期の平準化

あらゆる建設生産プロセスでICTを全面的に活用
【３次元測量】 【ICT建機による施工】

BIM/CIM

受発注者共に設
計・施工の効率化・
生産性向上

定型部材を組み合わせた施工

平準化された工事件数

現状の工事件数

２か年国債・ゼロ国債の設定

i-Construction（建設現場の生産性向上）

自律施工技術・自律運転を活用した建設生産性の向上
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マスター タイトルの書式設定インフラ分野のＤＸで目指す姿 【将来の社会イメージ】
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デジタル技術とデータの力により、インフラの生産性を高めるとともに、新たな価
値を創出するためには、絶え間ない業務変革を組織的に実施することが必要

変革し続ける組織

実現を目指す20～30年後の将来の社会イメージの例（第５期国土交通省技術基本計画より）

国土交通省に関連する分野におけるSociety5.0の具体例とも言える、上記の「将来の社会イメージ」を実現すべく、

①国土、防災・減災 ②交通インフラ、人流・物流 ③くらし、まちづくり

④海洋 ⑤建設現場 ⑥サイバー空間



マスター タイトルの書式設定
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マスター タイトルの書式設定

○ 建設現場の生産性向上の取組であるi-Constructionは、2040年度までの建設現場のオートメーション化の実
現に向け、i-Construction 2.0として取組を深化。

○ デジタル技術を最大限活用し、少ない人数で、安全に、快適な環境で働く生産性の高い建設現場を実現。
○ 建設現場で働く一人ひとりの生産量や付加価値を向上し、国民生活や経済活動の基盤となるインフラを守り
続ける。

i-Construction 2.0 で
2040年度までに
実現する目標

省人化
・人口減少下においても持続可能なインフラ
整備・維持管理ができる体制を目指す。
・2040年度までに少なくとも省人化3割、
すなわち生産性1.5倍を目指す。

安全確保
・建設現場の死亡事故を削減。

働き方改革・新３Ｋ
・屋外作業のリモート化・オフサイト化。

i-Construction 2.0で実現を目指す社会（イメージ）

第5期技術基本計画を基に一部修正

i-Construction 2.0：建設現場のオートメーション化に向けた取組
（インフラDXアクションプランの建設現場における取組）

遠隔・自動で
完成検査

ICT技術で建設現場
を効率的に管理

AIが工程・安全を
コントロール

建設現場の
完全無人化

非接触で
地質の調査が可能に ロボットに最適化

された作業環境に

誰でも遠隔でロボット・
建機を操作できる

危険な場所でも
自動で作業できる

無人で道路・橋が
できあがる

i-Construction 2.0 （建設現場のオートメーション化）
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マスター タイトルの書式設定i-Construction 2.0 建設現場のオートメーション化 （目的・考え方）
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○ 2016年から建設現場の生産性を2025年度までに2割向上を目指し、建設生産プロセス全体の抜
本的な生産性向上に取り組むi-Constructionを推進。

○ ICT施工による作業時間の短縮効果をメルクマールとした、直轄事業における生産性向上比率
（対2015年度比）は21％となっている。

○一方で、人口減少下において、将来にわたって持続的にインフラ整備・維持管理を実施するため
には、i-Constructionの取組を更に加速し、これまでの「ICT等の活用」から「自動化」にしていくこ
とが必要。

○今回、2040年度までに少なくとも省人化3割、すなわち1.5倍の生産性向上を目指す国土交通省の
取組を「i-Construction 2.0」としてとりまとめ公表。

○建設現場で働く一人ひとりの生産量や付加価値を向上し、国民生活や経済活動の基盤となるイン
フラを守り続ける。

●i-Construction 2.0の目的や考え方

i-Construction 2.0 の目的や考え方i-Constructionの目的や考え方

・省人化対策・生産性向上施策
・人口減少下における持続的なインフラ整備・管理
（国民にサービスを提供し続けるための取組）・産学官が連携して生産性を高める

・自動化（オートメーション化）にステージを上げる・ICT活用、プレキャスト、平準化をトップランナーと
して実施



マスター タイトルの書式設定i-Construction 2.0 が目指す目標
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１ 省人化（生産性の向上）

生産年齢人口が2割減少することが予測されている2040年度までに、
建設現場において、少なくとも省人化3割、すなわち1.5倍の生産性向上を実現

２ 安全確保

建設現場での人的被害が生じるリスクを限りなく低減し、人的被害の削減を目指す

３ 働き方改革と多様な人材の確保

快適な環境下での作業など、働く環境の大幅な改善を目指す
時間や場所を有効に活用できる柔軟な働き方や、これまで以上に多様な人材が活躍できる場の
創出を目指す

４ 給与がよく、休暇が取れ、希望がもてる建設業の実現

建設現場で働く一人ひとりの生産量や付加価値を向上し、国民生活や経済活動の
基盤となるインフラを守り続ける



マスター タイトルの書式設定
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建設現場のオートメーション化に向けたトップランナー施策

３．施工管理のオートメーション化（リモート化・オフサイト化）

・BIM/CIMなど、デジタルデータの後工程への活用
・現場データの活用による書類削減・監理の高度化、
検査の効率化

２．データ連携のオートメーション化（デジタル化・ペーパーレス化）

建
設
現
場
の
オ
ー
ト
メ
ー
シ
ョ
ン
化
を
実
現

１．施工のオートメーション化

自動施工における
安全ルール策定

自律施工
技術基盤OPERA

・建設機械のデータ共有基盤の整備や安全ルールの策定など自動施工の環境整備を
進めるとともに、遠隔施工の普及拡大やAIの活用などにより施工を自動化

環境整備
建設機械施工の自動化

・リモートでの施工管理・監督検査により省人化を推進
・有用な新技術等を活用により現場作業の効率化を推進
・プレキャストの活用の推進

施工データ共有
基盤整備



マスター タイトルの書式設定
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AIを活用した
建設現場の最適化

施工データを活用した
施工の最適化

データ共有基盤の整備
（土砂運搬など建機効率化）

現場 建機の双方向でリアルタイムデータ活用

＜ロードマップ＞ 短期（今後5年程度） 中期（6～10年後程度） 長期（11～15年後程度）

施工データの活用

実現

大規模
現場での
自動施工の
実現

最適施工の
実現

安全ルール、施工管理要領等
の技術基準類の策定

自動施工
技術開発

導入工種の順次拡大大規模土工現場での導入試行ダム施工現場等での導入拡大

遠隔施工 通常工事における活用拡大砂防現場における活用拡大

※今後の技術開発状況等に応じて適宜更新

自動施工の導入拡大に向けた基準類の策定

○ 建設現場をデジタル化・見える化し、建設現場の作業効率の向上を目指すとともに、現場取得データを建設機
械にフィードバックするなど双方向のリアルタイムデータを活用し、施工の自動化に向けた取組を推進する。

【短期目標】 現場取得データをリアルタイムに活用する施工の実現
【中期目標】 大規模土工等の一定の工種・条件下での自動施工の標準化
【長期目標】 大規模現場での自動施工・最適施工の実現

①施工のオートメーション化



マスター タイトルの書式設定
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②データ連携のオートメーション化 （デジタル化・ペーパーレス化）

施工段階

＜ロードマップ＞
３Ｄデータの標準化・
共有基盤の整備

データ活用ツールの
開発・実装

施工管理、監督・検査でのデータ連携設計から施工へのデータ連携

施工管理の高度化、検査の効率化のイメージ

設計データのICT建機への活用

工事積算
システム

発注者

受注者

デジタル
データ

デジタル
データ

デジタル
データ

【データを様々な形で活用】
・各社の工程情報、図面情報を統合表示
・品質、出来形管理図表の自動作成
・デジタルデータの検査活用

設計データの工場製作への活用
設計段階
設計支援
システム

中間
ファイル
データ

図面

自動変換

工場製作機械に
インプット

ICT建機の
制御に活用できる設計データ

短期（今後5年程度） 中期（6～10年後程度） 長期（11～15年後程度） 実現

工程情報

デジタル
データ
デジタル
データデータ共有

橋梁工場
製作
データ

自動変換

建設現場の
ペーパーレス

・
シームレスな
データ

共有・連携
プロジェクト全体のデータ共有

現場データ共有基盤

施工管理・監督・検査のためのアプリケーションの開発・実装

ＢＩツールでの監督・検査、書類削減（ペーパーレス化）

データ共有基盤の
整備

3D設計標準化3D設計標準化（主要構造物）
BIM/CIM 属性情報の標準化

出来高情報

※今後の技術開発状況等に応じて適宜更新

デジタルツイン 自動設計技術の開発促進・導入デジタルツインの施工計画

設計データの積算への活用

○ ３Dデータの活用などBIM/CIMによりデジタルデータの最大限の活用を図るとともに、現場データの活用による
書類削減（ペーパーレス化）・施工管理の高度化、検査の効率化を進める。

データを確認



マスター タイトルの書式設定
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③施工管理のオートメーション化 （リモート化・オフサイト化）

リモートでの
施工管理
監督検査

＜ロードマップ＞ 短期（今後5年程度） 中期（6～10年後程度） 長期（11～15年後程度） 実現

人の作業を
省力化
快適な

オフィスでの
作業判断
を実現

※遠隔臨場 実施要領の策定・原則適用（R6より）

構造物の標準化・モジュール化プレキャスト プレキャストの活用促進

プレキャスト部材の活用

施工管理、監督・検査

※今後の技術開発状況等に応じて適宜更新

ロボットによるリモート
設備検査

リモート施工管理
監督・検査

設備点検の一部リモート化技術検証・実証

高速ネットワーク整備 事務所・出張所までの高速化100Gbpsネットワーク整備

DXデータセンター
＠国総研、関東地整

受注者
外部ネット
ワーク

セキュリティ
対策

インター
ネット

発注者
内部ネット
ワーク

最大限のデータ活用を可能
とする高速ネットワーク整備

3次元計測技
術の活用

施工

○ オートメーション化を進めてもなお、建設現場に人の介在は不可欠であり、働き方改革の推進が必須。
○ プレキャスト部材の活用や施工管理、監督・検査等のリモート化を実現することで、現場作業を省力化するな
ど、建設現場のリモート化・オフサイト化を推進。



北陸地方整備局

BIM/CIM：Building/Construction Information Modeling, Management の略。
建設事業で取扱う情報をデジタル化することにより、受発注者のデータ活用・共有を容易にし、建設事業
全体における一連の建設生産・管理システムの効率化を図ること。
情報共有の手段として３次元モデルや参照資料を使用する。

３次元形状データ
属性情報

（部材等の名称、規格等）
２次元図面、報告書等の
３次元モデル以外の情報

調査・測量 設計 工事 維持・管理

• 事業計画の検討
• 点検、走行シミュレーション

• 地形、地質の視覚化
• 希少種等の生息範囲の
重ね合わせ検討

• 施工ステップの確認
• 自動化施工、出来形管理
で活用

• 自動計測、記録
• 遠隔監視、診断

BIM/CIMで使用する情報

BIM/CIM適用の流れ （情報の連続性が重要）

BIM/CIMの意義 ： データの活用・共有による受発注者双方の生産性向上

ＢＩＭ/ＣＩＭとは



マスター タイトルの書式設定

BIM/CIM原則適用（R5～）

発注者

納
品

納
品

納
品
貸
与

貸
与

貸
与

貸
与

納
品

納
品

納
品

納
品

測量者調査者予備
設計者

詳細
設計者

施工者 補修者点検者

２．DS（Data-Sharing）の実施（発注者によるデータ共有）

１．活用内容に応じた ３次元モデルの作成・活用

3次元モデルを作成するという手段を目的化するのではなく、業務・工事ごとに発注者が
活用内容を明確にした上で、必要十分な３次元モデルを作成・活用する

将来的なデータ管理に
向けた第一歩として、
業務、工事の契約後速
やかに、受注者に設計
図書の作成の基となっ
た情報を説明すること
を発注者に義務づける

「視覚化による効果」を中心に未経験者
も取組可能な内容とした活用内容
すべての詳細設計・工事において適用

義
務
項
目

①出来あがり全体イメージの確認
②特定部の確認（２次元図面の確認補助）
・立体交差部
・既設構造物等との接続部
・２ｍ以上の高低差がある掘削・盛土の施工部
・l橋梁の上部工・下部工の接続部 等

施工段階 ①施工計画の検討補助
②２次元図面の理解補助
③現場作業員等への説明

推
奨
項
目

詳細設計段階

「視覚化による効果」の他「３次元モデルに
よる解析」など高度な活用内容

大規模な業務・工事や条件が複雑な業務・
工事を中心に、積極的に活用

トンネルと地質の位置確認

令和５年度からのBIM/CIM原則適用



マスター タイトルの書式設定

DS（Data-Sharing）の実施（発注者によるデータ共有）

確実なデータ共有のため、業務・工事の契約後速やかに発注者が受注者に設計図書の作成の基となった情報の
説明を実施

活用目的（事業上の必要性）に応じた３次元モデルの作成・活用

業務・工事ごとに発注者が活用目的を明確にし、受注者が３次元モデルを作成・活用
活用目的の設定にあたっては、業務・工事の特性に応じて、 義務項目、推奨項目から発注者が選択

義務項目は、「視覚化による効果」を中心に未経験者も取組可能な内容とした活用目的であり、原則すべての詳細設
計・工事において、発注者が明確にした活用目的に基づき、受注者が３次元モデルを作成・活用する

推奨項目は、「３次元モデルによる解析」など高度な内容を含む活用目的であり、一定規模・難易度の事業において、
発注者が明確にした活用目的に基づき、受注者が１個以上の項目に取り組むことを目指す（発注者が受注者の提案に
ついて妥当性を認めた場合、発注者が推奨項目を選択していない業務・工事であっても積極的な活用を実施）

工事詳細設計予備設計概略設計測量
地質・土質調査

◎◎－－－義務項目３次元モデル
の活用 〇〇〇〇〇推奨項目

◎：義務 〇：推奨
対象とする範囲

積算

土木設計業務共通仕様書に基づき実施
する設計及び計画業務
土木工事共通仕様書に基づく土木工事
（河川工事、海岸工事、砂防工事、ダム
工事、道路工事）
上記に関連する測量業務及び地質・土質
調査業務

対象とする業務・工事

対象としない業務・工事 単独の機械設備工事・電気通信設備工事、維持工事
災害復旧工事

３次元モデル作成費用については見積により計上（これまでと同様）

• 出来あがり全体
イメージの確認

• 特定部※の確認

※ 複雑な箇所、既設との干渉箇所、
工種間の連携が必要な箇所等

令和５年度からのBIM/CIM原則適用の概要



マスター タイトルの書式設定BIM/CIM適用工事・業務における新たな見積もり様式について
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・BIM/CIM適用工事・業務における3次元モデル作成等の費用計上については、見積り依頼を行っているが、見
積り様式が定められていないため、計上方法にバラツキが生じていた。
・令和6年4月より、BIM/CIM適用工事・業務において、適切なBIM/CIM費用の積算を実施するとともに、今後の標
準歩掛等の検討を行うため、新たな見積り様式を策定。

見積り様式や様式の説明書は国土交通省HPにて
公表しております。
<https://www.mlit.go.jp/tec/tec_fr_000140.html>



マスター タイトルの書式設定BIM/CIM適用工事・業務における各種基準要領等

BIM/CIMを活用する上で適用する基準要領等を国交省HPにて公表しております。
BIM/CIM適用工事・業務の実施の際にご活用下さい。
国土交通省HP：https://www.mlit.go.jp/tec/tec_fr_000140.html

HP公表資料
・BIM/CIM関する実施方針・同解説

・実施計画書・報告書、見積もり様式等の各
種様式・記載例等

等々



マスター タイトルの書式設定
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業務、工事の契約後速やかに、発注者が受注者に設計図書の作成の基となった情報を説明
受注者が希望する参考資料を発注者は速やかに貸与（電子納品保管管理システムの利用）

説明内容対象
「R1○○詳細設計業務」と「R2××修正設計業務」を基に作成しています。「R1○○詳細設計業務」を基本としていますが、
△△交差点の部分は「R2××修正設計業務」で設計しています。設計図

「H30○○測量業務」の成果を利用して作成しています。中心線測量
「H30○○測量業務」の成果を利用して作成しています。法線測量
「R1○○測量業務」の成果を利用して作成しています。幅杭測量

「H28○○地質調査業務」の地質調査の成果と「H30××地質調査業務」の地下水調査の成果を利用しています。地質・土質調査

「H28○○道路予備設計業務」において検討したものを利用しています。道路中心線
「H29○○道路予備設計業務」において検討したものを利用しています。用地幅杭計画
「R2○○河川詳細設計業務」において検討したものを利用しています。堤防法線

（記載例） ○○工事の設計図書の基となった参考資料

共通仕様書等による成果物の一覧を参考にしつつ、過去の成果を確認し、最新の情報を明確にする。

業務成果が古い場合、修正（変更、追加）が多数行われている事業の場合、管内設計業務等で部分的に修正をしている
場合は、検討経緯、資料の新旧等に留意して説明する。

（参考）電子納品保管管理システムの利用（R4.11から受注者利用開始）

CD等による受け渡し
• 発注者が探す時間、受注者が借りに行く
手間・時間がかかる

• 受注者は渡されない成果の存在を知らず
2度手間が生じることも

インターネットによる受け渡し
• 発注者の資料検索の効率化、受け渡
しの手間・時間の削減

• 受注者による成果品の検索が可能に
なり、成果品活用の漏れを防ぐ

これまで これから

受注者が必要な業務成果をダウ
ンロードすることを発注者が許可

ＤＳ（Data-Sharing）の実施（発注者によるデータ共有）
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（参考）電子納品保管管理システムの利用
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（参考）電子納品保管管理システムの利用
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本日の内容

１． 建設業界を取り巻く状況

２． i-ConstructionとインフラＤＸ

３． i-Constructionからi-Construction2.0へ

４． 人材育成の取り組み

27



北陸地方整備局

北陸のインフラDXの推進を担う人材育成、及び建設業の新たな働き方の情報発信拠点として、令和6年3月27日北
陸技術事務所に「北陸インフラDX人材育成センター」が開所
研修ルームでは、整備局職員のほか、「民間技術者」「自治体職員」「学生」を対象とした講習会を実施
DXルームでは、情報発信の拠点として、「一般の方」も含めてDX体験を実施

実習盛土

屋外実習エリア

遠隔操作室
事務所

技術情報棟 研修所「越路館」

研修ルーム・ＤＸルーム
（技術情報棟２Ｆ）

研修ルーム

ＤＸルーム

遠隔操作室

遠隔操作室内

遠隔操作実習

バックホウシミュレータ体験ＶＲ体験

ＤＸルーム体験メニュー 内 容

　ＶＲ体験 　３次元モデル等によるＶＲ（仮想現実）体験

　遠隔臨場体験 　ウェアラブルカメラによる遠隔臨場体験

　３次元測量体験 　タブレットを使用した３次元測量体験

　シミュレータ体験 　除雪トラック、バックホウ、ＵＡＶのシミュレータ体験

北陸インフラＤＸ人材育成センターの概要



北陸地方整備局

研修ルーム

ＤＸルーム

ＤＸルームの体験メニュー

研修ルームにおける主な研修メニュー

・ＢＩＭ／ＣＩＭ
（基本操作、構造物モデル作成ほか）
・３次元測量
（基本操作、３次元データ作成）
・ＩＣＴ施工
（３次元データ作成、遠隔操作ほか）

若手重機オペレータ―の育成を目的とし、
シミュレータによって仮想空間での様々な
施工ステージでの操作体験を行います。

バックホウ
シミュレータ

ＶＲ(仮想現実)の活用により、３６０°自由
な視点でインフラ施設を俯瞰したり、インフ
ラ点検の様子などをリアルに体験します。

ＶＲ体験

ウェアラブルカメラによって取得した映像及
び音声を利用し、遠隔地から建設現場の
状況確認等を行う遠隔臨場を模擬的に体
験します。

遠隔臨場
体験

シミュレータによって、実機では体験できな
い様々な危険な状況・事例を体験し、ＵＡＶ
飛行における安全対応を学びます。

ＵＡＶ
シミュレータ

若手オペレータの育成を目的とし、シミュ
レータの仮想空間での除雪作業について、
運転と多数の除雪装置のレバー類の操作
体験を行います。

除雪トラック
シミュレータ

ｉＰＡＤのＬｉＡＲスキャナを活用し、計測対象
に触れることなく、点群データの取得を体
験します。

３次元測量
体験

研修ルーム・ＤＸルーム

29



北陸地方整備局

実習盛土

遠隔操作室

現況写真（R6.3.4）

遠隔操作室

遠隔操作

MC・MG操作

遠隔臨場

３次元測量

遠隔臨場（確認側モニター）

屋外実習エリア・遠隔操作室

遠隔対応型バックホウ
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北陸地方整備局
研修カリキュラム

難易度 名称
整備
局

施工
者

自治
体

学生

1 初級 　DX技術 ○ ○ ○ ○
「インフラDXの概論」のほか、「デジタル技術の基礎知識」を学ぶ座学を主
体に、「GIS」の活用事例紹介と、DXルームに展示するコンテンツを利用し
たDX技術体験、BIM/CIMソフトウェア(Civil3D)の操作体験を行う。

5.5 12

2 初級 　3次元測量（基本操作） ○ ○ ○ ○
3次元測量について、測量方法やその取得データの利活用方法ならびに3
次元測量に関する基準・要領等について理解するための座学と、3次元測
量ごとの測量精度をビューワソフトを用いて解説を受ける。

5.0 12

3 初級 　BIM/CIM（基本操作） ○ ○ ○
BIM/CIMの概要や基準、3次元データの利用方法等を学ぶ座学と、
BIM/CIMソフトウェア（Civil 3D）の操作体験を行う。

3.0 12

4 中級 　GIS ○ GISソフト（Arc GIS)の操作を習得するためのハンズオン研修。 5.5 12

5 中級 　UAV写真測量 ○
UAV写真測量の基礎を学んだ後、UAVの自動操縦飛行を用いた写真撮影
を行い、実際に3次元データを作成するハンズオン研修。

13.0 12

6 中級 　3次元測量（3次元データ作成） ○
測量方法による点群データ生成プロセスの違いを紹介するほか、タブレット
端末によるLiDAR測量を実施するとともに、実際に3次元データを作成する
ハンズオン研修。

6.0 12

7 中級 　BIM/CIM（地形モデル作成） ○
BIM/CIMソフトウェアを操作して、BIM/CIMやi-Consutructionで必要とな
る3次元モデルについて、基盤地図情報等をもとに作成するとともに、地形
モデルの活用法について学習するハンズオン研修。

6.5 12

8 中級
　BIM/CIM
（線形・土工形状・構造物モデル作成）

○

BIM/CIMソフトウェアを操作して、設計段階や活用目的により必要とされる
BIM/CIMモデルの詳細度等を確認しながら、線形モデル・土工形状モデ
ル・構造物モデルを作成し、各モデルの活用方法を学習するハンズオン研
修。

6.5 12

9 中級 　ＩＣＴ施工 ○
実際のICT建機（遠隔対応型バックホウ）を用いて、ICT施工に必要な3次
元データの編集・入力・施工実技を行うハンズオン研修。

7.0 12

受講対象者研修カリキュラム（案）
受講人数

(人)
No. 研修概要

研修時間
(時間)
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北陸地方整備局
ＤＸルームの見学・体験

内 容項 目

一般市民、民間技術者、自治体職員、学生ほか対象者

原則、１回あたり２～８名（最大１５名程度）受付人数

毎週火曜日 １０：００～１２：００（午前の部） １４：００～１６：００（午後の部）開館時間

原則、午前・午後の部毎に１団体を受け入れ
体験後にアンケートを配付・回収

運営方法

北陸技術事務所のホームページ内のバナーより https://reserva.be/hokugi/予約申込


